
桑名市の人事行政の運営等の状況について  

「桑名市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」(平成17年条例第41号)の規定に基

づき、桑名市職員の給与や部門別職員数などを公表いたします。 

 

１ 任免及び職員数に関する状況 

(1)採用状況（平成21年4月1日現在） 

区分 採用人数 

一般職 24 人

消防職 5 人

教育職 0 人

医療職 11 人

技能職 0 人

合計 40 人

※職員の採用は、行政需要の動向や今後の退職予定者数などを考慮して行っています。 

また、退職者の豊かな知識と経験を活用するため、条例に基づき再任用制度を実施しています。 

平成21年4月1日の再任用職員数は、34人です。（表の数には含まれません。） 

 

(2)職員の退職状況（平成20年度） 

区分 定年退職 普通退職等 合計 

一般職 25 人 14 人 39 人

消防職 5 人 0 人 5 人

教育職 0 人 2 人 2 人

医療職 0 人 12 人 12 人

技能職 10 人 0 人 10 人

合計 40 人 28 人 68 人

 ※平成20年度の退職者数は表のとおりです。 

 
(3）部門別職員数の状況と主な増減理由 

  職  員  数           区 分 

部 門  平成20年  平成21年

対前年増

減数 
主な増減理由 

議 会 10 9 △1 業務の見直し、合理化 

総 務 176 170 △6 組織の見直し、業務の合理化 

税 務 45 43 △2 業務の見直し、合理化 

民 生 198 184 △14 組織の見直し 

衛 生 92 95 3 組織の見直し、業務の合理化 

労 働 1 2 1  

農林水産 35 39 4 組織の見直し 

商 工 12 12 0  

土 木 88 94 6 組織の見直し 

 

 

 

 

 

小  計 657 648 △9
＜参考＞ 

人 口 1 万 人 当 たり職 員 数   46 人  

教 育 221 209 △12 組織の見直し 

消 防 238 238 0  

 

小  計 459 447 △12
＜参考＞ 

人 口 1 万 人 当 たり職 員 数   32 人  

 

特
別
行
政 

部
門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

 



病 院 203 207 4 欠員補充 

水 道 36 36 0  

下水道 30 27 △3 業務の見直し、合理化 

その他 39 37 △2 ガス事業精算終了による 

 

小  計 308 307 △1  

合  計 1424 

[1613] 

1402

[1613]

△22

[0]

＜参考＞ 

人 口 1 万 人 当 たり職 員 数   101 人  

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
      ２ [    ]内は、条例定数の合計である。 
     

(4）年齢別職員構成の状況（21年4月1日現在） 
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２ 給与の状況  

  

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口

(21年3月31日現在) 

 歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考)19年度の 

人件費率

年度 

20 

         人 

138,467 

       千円

46,091,500

     千円

1,278,864

      千円

9,970,903 

      ％ 

 21.6 

           ％ 

  21.2 

 

歳出総額に占める人件費割合

その他
 44.9% 投資的経費

10.2%

物件費
　13.9%

公債費
 9.4%

人件費　21.6%
　99億7,090万3千円

 
 

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

          給     与     費 区 分  職員数 

      Ａ  給  料  職員手当  期 末 ･勤 勉 手 当       計   Ｂ 

一人当たり給与費

          Ｂ／Ａ

年度 

21 

      人 

1,212 

    千円 

4,553,532 

   千円

929,366 

    千円

 1,871,268

    千円 

7,354,166 

      千円

   6,067 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

         ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 

 

(3) 特記事項 

  なし 

 

(4) ラスパイレス指数の状況 

H15
100.7

H15
100.5

H20
98.3

H20
98.4

90

95

100

105

桑名市 全国市平均

H15

H20

 

      （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の 

       給与水準を示す指数である。 

   ２ 平成15年度桑名市の指数については、合併前の旧桑名市の指数である。 



 (5) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（21年4月1日現在） 

 ①一般行政職                                                                           

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額

（国ベース） 

桑名市 44.8歳 347,579円 423,801円 385,240 円 

三重県 42.8歳 353,145円 456,376円 ―    

国 41.5歳 325,521円 ― 391,770 円 

 

②技能労務職 

 

 

③教育職                                                                                

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

桑名市 43.4歳 369,561円 399,261円

 

 

三重県 44.4歳 396,128円 447,629円

 

 （注） １ 「平均給料月額」とは、21年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で 

      ある。                                                                           

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、一般行政職の平均給与月

額の上段は、これら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明ら

かにされているものである。また、平均給与月額（国ベース）は国家公務員の平均給与月額

には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公

務員と同じベースで再計算したものである。 

 

(6) 職員の初任給の状況（21年4月1日現在）   

 
桑名市 県 国（国家公務員Ⅱ種）

大 学 卒 172,200円 178,800円 172,200円 

  

一般行政職 

高 校 卒 140,100円 144,500円 140,100円 

区分 平均年齢 職員数 
平均給料月

額 

平均給与

月額 

平均給与月額 

（国ベース） 

桑名市 49.8歳 101人 278,501円 310,364円 294,192 円 

うち用務

員 
54.7歳 19人 284,195円 297,988円 295,241円 

うち清掃職

員 
46.7歳 32人 303,813円 359,833円 328,383 円  

うち調理

員 
49.8歳 29人 247,593円 260,330円 257,495 円 

三重県 46.6歳 ― 340,797円 395,490円 ―   

国 49.2歳 4,429人 285,548円 ― 322,737 円 



(7) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（21年4月1日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

大 学 卒 277,700円 311,300円 362,900円 
一般行政職 

高 校 卒 225,800円 270,100円 319,400円 

 

 

(8) 一般行政職の級別職員数の状況（21年4月1日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1級 主 事   26人  4.6％ 

2級 主 事   79人 13.9％ 

3級 
主 任 

主 事 
  131人 23.1％ 

4級 主 査   77人 13.6％ 

5級 
課長補佐 

係 長 
 129人 22.7％ 

6級 
課 長 

主 幹 
  96人 16.9％ 

7級 次 長    15人  2.6％ 

8級 部 長    15人  2.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 （注）１ 桑名市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
        



一般行政職級別職員数の状況
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  （注）１ 給与構造改革に伴い平成18年度に10級制から8級制に変更している。 
     ２ ５年前の構成比については、合併前の旧桑名市の構成比である。 

 

(9) 職員手当の状況 

 ①期末手当・勤勉手当 

桑名市 国 

１人当たり平均支給額（20年度） 

1,684千円 
― 

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

     ※1.20月分  ※0.925月分 

            (0.75)月分   (0.35)月分 

12月期   1.60月分     0.75月分 

     ※1.40月分  ※0.925月分 

            (0.85)月分   (0.40)月分 

※は管理職の支給割合 

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

            (0.75)月分   (0.35)月分 

12月期   1.60月分     0.75月分 

            (0.85)月分   (0.40)月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

があります。（役職加算5％～15％） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

があります。（役職加算5％～20％） 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

9級 4.9% 



 ②退職手当 

桑名市 国  

 

 

 

 

 

  

（支給率）       自己都合   定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分

勤続25年         33.50月分   41.34月分

勤続35年         47.50月分   59.28月分

最高限度額       59.28月分   59.28月分

1人当たり平均支給額（自己都合）8,054千円

           （定年）22,923千円

 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分 

勤続25年         33.50月分   41.34月分 

勤続35年         47.50月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置: 2％～20％加算) 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給 

    された平均額である。 

 

  ③地域手当(21年4月1日現在) 

支給実績（20年度決算） 155,048千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 115,021円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全職員 3％ 1,158人 3％ 

 

（22年度の制度完成時） 

 

 

④特殊勤務手当 

支給実績（20年度決算） 21,242千円

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）     68,525円

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 26.2％

左記職員に対する支給単価 5種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

（例） 

消防職員の特殊勤務

手当 

消防本部、消防署（分署）

に勤務する職員 

消防職員が正規の勤務

時間として深夜に勤務

した時または、火災等の

災害もしくは救急救助

のため出勤した時 

深夜勤務:5時間以上1回

500円 

消火作業:1回300円 

行旅病人、同死亡人の

処理従事手当 

福祉総務課職員 行旅病人の取扱い、保護

業務又は行旅死亡人の

収容業務 

行旅病人処理:1件1,500円

行旅死亡人処理 

      :1件3,000円

社会福祉業務従事 

手当 

社会福祉事務所、 

療育センター、 

福祉センター職員 

庁外における社会福祉

業務に関する現業に1日

4時間以上従事した時 

社会福祉に関する現業手

当:日額200円 

療育センター等勤務する

職員の手当:日額100円 

じんかい処理作業従

事手当 

清掃センターに勤務する

じんかい処理に従事する

職員 

じんかい処理作業に1日

4時間以上従事した時 

日額800円 

動物等死骸処理:1件600円

防疫業務従事手当 環境政策課職員 動植物の防疫作業 1日：300円 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

全職員 3％ 3％ 



⑤時間外手当 

支 給 実 績 （ 2 0 年 度 決 算 ） 247,097千円

 職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 241,778円

 

⑥その他の手当（21年4月1日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度

との異同

 

 
支給実績 

（20年度決算）
 
支給職員１人当たり

平均支給年額 

（20年度決算） 

配偶者        :13,000円 扶養手当 

配偶者以外の扶養親族  : 6,500円

ただし、 

配偶者のない場合の1人目 :11,000円

満16歳～22歳の子の加算: 5,000円

同 156,123千円 251,811円

自宅 

（新築又は購入後5年間）:2,500円

 住居手当 

借家:家賃12,000超23,000円まで 

家賃－12,000円 

  :家賃23,000円超 

(家賃－23,000円 )×1/2＋ 11,000円  

支給限度額 27,000円 

同 34,820千円 169,029円

 通勤手当 交通機関利用 

 実費支給限度額 55,000円 

交通用具(自動車等利用) 

 片道2㎞以上の距離区分に応じ 

 2,000円～24,500円 

同 85,633千円 85,207円

 管理職手当 管理又は監督の職にある職員に支

給 

 最高 月額83,600円（平成19年 4月 1

日から平成23年 3月 31日までの間の支

給額については、経過措置あり） 

同 111,563千円 688,662円

 

（10）特別職の報酬等の状況（21年4月1日現在） 

区     分 給料月額等 

給 

料 

市      長 

副  市  長 

1,028,000円（997,160円） 

 781,000円（757,570円） 

報 

酬 

額 

議     長 

副  議  長 

議     員 

  590,000円 

  510,000円 

460,000円 

市          長 

副  市  長 

 （20年度支給割合） 

                   4.45月分 
期 

末 

手 

当 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （20年度支給割合） 

                   3.35月分 

  



退 

職 

手 

当 

 

市          長

副  市  長

 （算定方式）                （支給時期） 

   任期ごとに算定       任期終了時 

   任期ごとに算定       任期終了時 

 ※平成20年4月1日から平成22年3月31日までの間、市長及び副市長については、給料月額の3/100を減

額しており、（  ）内は減額後の額です。 

 

 

 (11）定員管理の数値目標及び進捗状況 

 ①平 成 17年 4月 １日 ～平 成 22年 4月 1日 における定 員 管 理 の数 値 目 標  

平 成 17年 4月 1日  

職 員 数  

平 成 22年 4月 1日  

職 員 数  
純 減 数  純 減 率  

1,511人  1,384人  △127人  8.4％ 

 

 ②定 員 管 理 の数 値 目 標 の年 次 別 進 捗 状 況 （実 績 ）の概 要  

    区 分  

部 門  

17 年  

計 画 始

期  

18 年  

１年 目  

19 年  

2年 目  

20 年  

3年 目  

21 年  

4 年 目  
計  

（参 考 ）  

数 値 目

標  

職 員

数  
693人  683人 670人 657人 648人 ― 

一 般 行

政  
増 減  ― △10人 △13人 △13人 △9人

△45人

（ ％） 

職 員

数  
234人  227人 223人 221人 209人 ― 

教  育  

増 減  ― △7人 △4人 △2人 △12人
△25人

（ ％） 

職 員

数  
231人  233人 235人 238人 238人 ― 

消  防  

増 減  ― 2人 2人 3人 0人
7人

（ ％） 

職 員

数  
353人  340人 325人 308人 307人 ― 公 営 企

業    

等 会 計  増 減  ― △13人 △15人 △17人 △1人
△46人

（ ％） 

職 員

数  
1,511人  1,483人 1,453人 1,424人 1,402人 ― 1,384 人

計  

増 減  ― △28人 △30人 △29人 △22人
△109人

（86％） 
△127 人

 （注 ）1 計画 期 間 は、17～22年 の5年 間 である。 

    2 （ ％）内 の数 値 は、数 値 目 標 に対 する進 捗 率 を示 す。 

     3 増減 は、各 年 の欄 にあっては対 前 年 比 の職 員 増 減 数 を、計 の欄 にあっては計 画 1年 目  

以 降 現 年 までの職 員 増 減 数 の累 計 を示 す。 

 

 

 

 



（12） 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業  

   ① 職員給与費の状況 

     ア 決算 

区分 
総費用 

Ａ 

純損益又は実質収

支 

 

職員給与費

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考)18年度の総費

用に占める職員給与

費比率 

20年度 
  千円 

2,044,214 

千円

     11,195 

     千円

284,990 

           ％ 

13.9 

％

13.6 

 

給     与     費 

区分 
職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期 末 ･勤 勉 手 当 計   Ｂ

一人当たり

給与費   

Ｂ／Ａ 

（参考）市町村

平均一人当たり

給与費 

  

  

21年度 
人 

36 

千円 

160,318 

千円

36,189 

千円

 67,075 

千円

263,582

千円 

7,322 

千円

6,067 

      （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

          ２ 職員数は、21年3月31日現在の人数である。 

    

  イ  特記事項 

 

   なし 

 

 ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年度実績） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

桑名市 45.9歳 374,957円 562,019円 

       

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                         

 

 ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

桑名市一般行政職 公営企業職員 

１人当たり平均支給額（20年度） 

1,684千円 

１人当たり平均支給額（20年度） 

1,818千円 

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

     ※1.20月分  ※0.925月分 

            (0.75)月分   (0.35)月分 

12月期   1.60月分     0.75月分 

     ※1.40月分  ※0.925月分 

            (0.85)月分   (0.40)月分 

※は管理職の支給割合 

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

     ※1.20月分  ※0.925月分 

 

12月期   1.60月分     0.75月分 

     ※1.40月分  ※0.925月分 

 

※は管理職の支給割合 

 

 

  

  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置が

あります。（役職加算5％～15％） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置があ

ります。（役職加算5％～15％） 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 



 イ 退職手当（21年４月１日現在） 

桑名市一般行政職 公営企業職員  

 

 

 

 

 

 

  

（支給率）       自己都合   定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分 

勤続25年         33.50月分   41.34月分 

勤続35年         47.50月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

1人当たり平均支給額(自己都合)    8,054千円 

(定年)    22,923千円 

（支給率）       自己都合   定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分 

勤続25年         33.50月分   41.34月分 

勤続35年         47.50月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

1人当たり平均支給額(定年)     26,062千円      

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給 

    された平均額である。 

     

ウ 地域手当(21年4月1日現在) 

支給実績（20年度決算） 4,834千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 134,267円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全職員 3％ 36人 3％ 

 

（22年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

全職員 3％ 3％ 

 

エ 特殊勤務手当（21年４月１日現在） 

支給実績（20年度決算） 0千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 0円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 0.0％ 

手当の種類（手当数） 0種類 

 

 オ 時間外勤務手当                                                          

支 給 実 績 ( 20年 度 決 算 ） 7,377千円

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 205千円

       

  カ その他の手当（21年４月１日現在） 

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度

との異同

 

 
支給実績 

（20年度決算）
 
支給職員１人当たり

平均支給年額 

（20年度決算） 

配偶者        :13,000円 扶養手当 

配偶者以外の扶養親族  : 6,500円

ただし、 

配偶者のない場合の1人目 :11,000円 

満16歳～22歳の子の加算: 5,000円

同 6,753千円 

 

225,093円



自宅 

（新築又は購入後5年間）:2,500円

 住居手当 

借家:家賃12,000超23,000円まで 

家賃－12,000円 

  :家賃23,000円超 

(家賃－23,000円 )×1/2＋ 11,000円  

支給限度額 27,000円 

同 452千円 75,250円

 通勤手当 交通機関利用 

 実費支給限度額 55,000円 

交通用具(自動車等利用) 

 片道2㎞以上の距離区分に応じ 

 2,000円～24,500円 

同 2,234千円 67,688円

 管理職手当 管理又は監督の職にある職員に支 

給 

最高 月額83,600円（平成19年 4月 1

日から平成23年 3月 31日までの間の支給

額については、経過措置あり） 

同 3,946千円 657,660円

 

 

(2) 病院事業 

    ① 職員給与費の状況 

     ア 決算 

区分 
総費用 

Ａ 

純損失又は実質

収支 

 

職員給与費

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考)18年度の総

費用に占める職員

給与費比率 

20年度 
  千円 

3,498,980  

千円

△116,734 

     千円

2,027,661 

           ％ 

57.95％ 

％

57.2％ 

 

給     与     費 

区分 
職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期 末 ･勤 勉 手 当 計   Ｂ

一人当たり

給与費   

Ｂ／Ａ 

（参考）市町村

平均一人当たり

給与費 

   

  

21年度 
人 

220 

千円 

836,100 

千円

368,946

千円

350,760 

千円

1,555,806

千円 

7,072 

千円

   6,067 

      （注）１ 職員手当には退職給与金、を含まない。 

          ２ 職員数は、21年3月31日現在の人数である。 

         

  イ  特記事項 

   なし 

 

 ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年度実績） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

全 体 38.7歳 326,400円 560,300円 

内  事務職 40.9歳 288,400円 443,400円 

内  医師 41.4歳 575,100円 1,193,900円 

内  看護師 36.9歳 285,000円 463,100円 

内  その他職員 41.4歳 295,000円 464,500円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                                      



 ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

桑名市一般行政職 公営企業職員 

１人当たり平均支給額（20年度） 

全 体 内 事務職 内 医師 内 看護師 内 その他

１人当たり平均支給額（20年度） 

1,684千円 

 1,494千円 1,342千円 2,714千円 1,293千円 1,310千円

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

     ※1.20月分  ※0.925月分 

            (0.75)月分   (0.35)月分 

12月期   1.60月分     0.75月分 

     ※1.40月分  ※0.925月分 

            (0.85)月分   (0.40)月分 

※は管理職の支給割合 

（20年度支給割合） 

          期末手当      勤勉手当 

6月期     1.40月分     0.75月分 

     ※1.20月分  ※0.925月分 

            (0.75)月分   (0.35)月分 

12月期   1.60月分     0.75月分 

     ※1.40月分  ※0.925月分 

            (0.85)月分   (0.40)月分 

※は管理職の支給割合 

 

 

 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置が

あります。（役職加算5％～15％） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

（役職加算5％～15％） 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 イ 退職手当（20年４月１日現在） 

桑名市一般行政職 公営企業職員  

 

 

 

 

 

 

   

（支給率）       自己都合   定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分 

勤続25年         33.50月分   41.34月分 

勤続35年         47.50月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

1人当たり平均支給額(自己都合)    8,054千円 

(定年)    22,923千円 

（支給率）       自己都合   定年 

勤続20年         23.50月分  30.55月分 

勤続25年         33.50月分   41.34月分 

勤続35年         47.50月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

1人当たり平均支給額 

(自己都合、定年)     4,171千円   

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給 

    された平均額である。 

     

ウ 地域手当（21年4月1日現在） 

支給実績（20年度決算） 32,553千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

（医師除く）
100,321円 

（医師） 788,159円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全職員（医師除く） 3％ 190人 3％ 

医師 14％ 30人 14％ 

 

（22年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

全職員（医師除く） 3％ 3％ 

医師 15％ 15％ 

 



エ 特殊勤務手当（21年４月１日現在） 

支給実績（20年度決算） 105,700千円

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 533,838円

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 90.0％

手当の種類（手当数） 11種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

放射線取扱勤務手当 医師、医療技術員、看護師 放射線業務 1日につき300円

待機手当 医師、医療技術員、看護師 待機業務 医師 

 院内1日につき10,000円

  院外1日につき 2,000円

その他  

半日1回につき400円

  １日1回につき800円

死体解剖手当 医師、医療技術員 死体解剖業務 1件につき2,500円

医師研究手当 医師 医師研究業務 院長    1月につき280,000円

副院長  1月につき200,000円

医長(免許取得年数15年以上)

1月につき180,000円

医長(免許取得後15年未満) 

1月につき170,000円

一般医師 

1月につき131,000円

手術勤務手当 看護師 手術業務 1日につき300円

人工透析勤務手当 看護師 人工透析業務 1日につき300円

死後処理手当 看護師 死後処理業務 1回につき600円

夜間三交代勤務手当 看護師 夜間三交代業務 夜間三交代勤務に従事したと

き ただしその月に10回以上

勤務したときに限る 

1回につき300円

夜間看護手当 看護師 夜間看護業務 1回につき3,000円

感染危険手当 看護師 病院業務 臨床検査技師、看護師、准看

護師、看護助手、助産師、臨

床工学技士 

1日につき200円

理学療法士、言語聴覚士、  

視能訓練士 

1日につき150円

時間外救急患者 

診療手当 

医師 時間外救急患者 

診療業務 
1件につき5,000円

 

 オ 時間外勤務手当                                                          

支 給 実 績 ( 2 0 年 度 決 算 ） 115,764千円

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 526千円

       

 

 カ その他の手当（21年４月１日現在） 

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度

との異同

 

 
支給実績 

（20年度決算）
 
支給職員１人当たり

平均支給年額 

（20年度決算） 

配偶者        :13,000円   扶養手当 

配偶者以外の扶養親族  : 6,500円

ただし、 

配偶者のない場合の1人目 :11,000円 

満16歳～22歳の子の加算: 5,000円

同 14,827千円 

 

228,108円



自宅 

（新築又は購入後5年間）:2,500円  

 住居手当 

借家:家賃12,000超 23,000円まで 

家賃－12,000円  

  :家賃23,000円超 

(家賃－23,000円 )×1/2＋ 11,000円  

支給限度額 27,000円  

同 14,314千円 270,075円

 通勤手当 交通機関利用 

 実費支給限度額 55,000円  

交通用具(自動車等利用) 

 片道2㎞以上の距離区分に応じ 

 2,000円～24,500円  

同 14,418千円 87,915円

 管理職手当 管 理 又 は 監 督 の 職 に あ る 職 員 に 支

給 

 最高  月額102,400円（平成19年 4月 1

日から平成23年 3月 31日までの間の支額

については、経過措置あり 

同 6,729千円 747,667円

 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況  

(1) 勤務時間 

1日の勤務時間数は、8時30分から17時15分までの週38時間45分勤務で、原則週休2日制とな

っています。市民サービスの向上、業務の効率化などの目的で、勤務時間帯をずらしたり、

交代制勤務としたりするなど、業務内容によって異なる勤務形態をとっています。 

(2) 休暇制度 

休暇には大きく次の４つがあります。 

①  年次有給休暇 ：1年（暦年）あたり20日間与えられます。残日数がある場合は、20     

日を限度として翌年に繰越すことができます。 

②  病気休暇     ：病気療養に必要な期間（90日以内）について有給で与えられます。 

③  特別休暇     :特定の事由に基づいて有給で認められます。結婚休暇、忌引休暇 

産前産後休暇、夏季休暇などです。 

④  介護休暇   ：配偶者等の介護が必要な期間（連続する6月以内）について取得で    

きます。（無給） 

 

４ 分限及び懲戒処分の状況  

(1) 分限処分の状況（平成20年度） 

免職 降任 休職 

 0 人  0 人 16 人

分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を 

欠くなど一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処 

分です。その種類として、免職、降任および休職があります。平成20年度の分限処分の状 

況は表のとおりです。 

 

(2) 懲戒処分の状況（平成20年度） 

免職 停職 減給 戒告 

 0 人  0 人 0 人  0 人

懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、公務に

おける規律と秩序を維持することを目的とする処分です。その種類として、免職、停職、減給および

戒告があります。平成20年度の懲戒処分の状況は表のとおりです。 

 

 

 



５ 職員の服務の状況 

 服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概要 

職務専念義務 職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなけ

ればいけません。 

信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為を

してはいけません。 

営利企業等の従事制限 営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合に

は許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 職員は政党その他の政治団体の結成等に関与する等の政治的行

為が禁止されています。 

 

６ 職員研修及び勤務成績の評定の状況（平成20年度） 

 (1) 研修実施状況 

  ①独自研修実施状況 

 研 修 名 受講者数(人) 実施日数 

新規採用職員研修（前期・後期） 29 22

上級職員研修 18 2

監督者一次研修 23 2

監督者二次研修 28 3

監督者三次研修 18 2

監督者研修 23 1

基本研修 

管理者Ⅱ部研修 23 1

地方自治制度研修 20 2

行政法研修 15 3

法制執務研修 19 2

職場風土改革研修 36 2

北勢四市合同研修 8 1

プレゼンテーション研修 19 2

交通安全研修 192 3

手話講習研修 25 6

救急救命講習研修 309 9

メンタルヘルス研修 80 2

同和問題職員一次研修 104 1

同和問題職員二次研修 144 1

同和問題職員二次研修（参画型） 20 1

同和問題職員三次研修 409 1

同和問題職員三次研修（参画型） 24 1

同和問題職員三次研修（フィールドワーク） 19 1

人権啓発推進員研修（フィールドワーク） 40 2

人権大学講座卒業生フォローアップ研修 15 1

技能労務職員等研修 63 2

臨時的任用職員研修 49 1

職員研修（民間企業体験学習） 9 6

保育士研修 102 1

男女共同参画能力開発研修 55 1

特別研修 

異業種交流研修 15 2



② 派遣研修実施状況 

派遣先 派遣人数(人) 

市町村アカデミー 7

国際文化アカデミー 8

自治大学校 0

三重県人権大学講座 3

三重県自治会館組合他 86

 ③ 職場研修 

   毎月１回各職場で実施 

     テーマ・・・・・人権研修  延べ人数 10,358人 

                          接遇研修  延べ人数   804人 

 ④ 自主研修 

   通信教育講座      ３人 

   自主研究グループ    ２組 

 

 (2) 職員の勤務評定の実施状況 

市では、職員が職務遂行過程で発揮した能力、資質、業績、態度等を適切に把握し、職員の能

力育成に役立てるとともに、昇任、配置転換等の人事管理に活用するため、年1回勤務評定を実施

しています。 

    また、管理職職員については、地方公務員法及び勤勉手当の趣旨の積極的な実現と職員の士気

の高揚、意識改革、業績重視の職場風土の醸成、更には行政施策の効果的、効率的な推進を図る

ため、勤務評定結果を勤勉手当の支給額に反映しています。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

地方分権が進展していく中で、厳しい行財政運営を効果的・効率的に展開していくため、公務能率

の向上を目的とした福利厚生制度を実施しています。 

平成２０年度においては、次のような事業を行っています。 

 

  (1) 健康管理事業について 
労働安全衛生法及び各任命権者の安全衛生管理規程に基づき、事業者責任として、職員の安全と健

康を確保するため下記の健康管理事業を実施しています。 

事業の名称 事業の内容 

定期健康診断 
職員の一般的な健康状態を把握し、適切な就業上の措置や保健指導を実

施することを目的に実施しています。 

特殊健康診断 
有害な業務に常時従事する職員に業務上疾病が発生するのを予防する

ことを目的に実施しています。 

その他の健康管理

事業 

快適な職場環境を実現し職員の安全と健康を確保するため、安全衛生管

理事業、メンタルヘルス事業等を実施しています。 

健康管理事業の決算額 3,885千円

 

(2) 桑名市職員共済組合について  
地方公務員法第４２条に定められる地方公務員の厚生制度（職員の保健、元気回復その他厚生に

関する事項）を効率的・効果的に実施するため、職員共済組合の実施する下記の事業に対し助成し

ています。 

① 職員共済組合への補助金の状況 

補助対象事業 事業の内容 

体育文化関係事業 体育文化クラブへの活動費、研修誌に補助をしています。 

その他の福利厚生 

事業 

人間ドック費用助成事業に補助をしています。 

メンタルヘルス事業、動脈硬化検査事業に要した事業の経費を補助を

しています。 

親睦慰安事業に要した事業の経費を補助しています。 

補助金の決算額 17,149千円



(3) その他の福利厚生事業について 
職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法に基づき共済組合が、公務災害補償につい

ては、地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が、それぞれ主体となり制度を実施

しています。 

 

８ 公平委員会の業務の状況 

(1) 公平委員会の概要 

公平委員会は、地方公務員法第７条第３項の規定により設置され、又、処理する事務は、同法第８

条第２項において定められています。その主な内容は次のとおりです。 

・職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を

執ること。 

・職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること。 

・職員の苦情を処理すること。 

(2) 公平委員会の業務の状況（平成20年度実績） 

（単位：件） 

業務の種別 桑名市 

勤務条件に関する措置の要求 0

不利益処分についての不服申立て 0

 

苦情の処理 0  

 

 


